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1995; Li, Meng, and Zhang 2006］，共産党の政権
運営能力が向上していることが背景にあると指
摘 さ れ て い る［ 唐 2012; 景 2012］。1982 年 に
3965 万人だった共産党員は 2013 年に 8669 万
人に増加したが，同じ期間中に，入党申請の要
件である 18 歳以上人口に占める党員の比率は



























































































い［李・佐藤 2004; Appleton, Song, and Xia 2005; 
2012; Appleton et al. 2009; 厳・魏 2014］。
表 1 は本稿に関連する近年の主な文献の要点
をまとめたものであり，いずれも中国所得分配















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































育収益率が高い［李・陸・佐藤 2008; Li, Lu, and 









































































































経済研究所が 1988 年，1995 年と 2002 年に実
施した The Chinese Household Income 
Project Survey （CHIP 調査）の個票データ（注６）
である。CHIP 調査は国家統計局の家計調査シ
ステムを利用して実施された全国調査であり，
3 回調査の対象戸数は，農村部がそれぞれ 1 万
258 戸（カバーする省区市は 28），7998 戸（19），
9200 戸（19），都市部がそれぞれ 9009 戸（10），






















































































こ う し た 社 会 経 済 の 構 造 変 動 に 鑑 み，














表 2　各 CHIP 調査における個人的属性等の扱い方
CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
都市部 農村部 都市部 農村部 都市部 農村部
年齢 ○ ○ ○ ○ ○ ○
性別 ○ ○ ○ ○ ○ ○
民族 ○ ○ ○ ○ ○ ○
婚姻状況 × × ○ ○ ○ ○
党員身分 ○ ○ ○ ○ ○ ○
入党年次 × × ○ ○ ○ ×
最終学歴 ○ ○ ○ ○ ○ ○























































小卒＝ 6 年 ，中卒＝ 9 年，高卒＝ 12 年，大専卒＝ 15 年，大卒以上＝ 16 年で最終学歴
を教育年数に換算





































































18 歳以上人口に対する党員の比率は 1988 年
から 2002 年にかけての 14 年間に，農村部と都
市部でそれぞれ 5.9 パーセント→ 7.7 パーセン

























CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002 CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
18 歳以上人口数 28,776 23,551 28,122 20,902 16,981 16,661
　対人口比率 64.6 70.1 74.3 73.0 78.3 82.6 
党員数 1,700 1,348 2,152 4,755 3,971 4,356
　党員比率 5.9 5.7 7.7 22.7 23.4 26.1 
　　女性 1.0 1.0 2.3 11.5 14.0 18.1 
　　男性 10.5 10.4 12.8 33.8 33.1 34.4 
　　少数民族 5.3 5.4 6.3 27.4 21.2 23.7 
　　漢族 6.0 5.7 7.9 22.6 23.5 26.3 
　　大卒以上 9.4 8.8 49.3 43.2 45.3 
　　大専卒 9.8 13.3 17.8 45.6 39.1 41.4 
　　高卒 12.0 12.5 15.6 23.4 21.7 23.6 
　　中卒 7.2 6.3 7.8 18.5 18.8 18.2 
　　小卒以下 4.4 3.8 4.2 14.3 12.0 12.6 
女性 8.4 8.5 14.4 24.9 30.3 35.0 
男性 91.6 91.5 85.6 75.1 69.7 65.0 
少数民族 6.8 7.1 10.9 4.5 3.9 3.8 
漢族 93.2 92.9 89.1 95.5 96.1 96.2 
大卒以上 0.0 0.4 0.7 12.5 13.9 15.6 
大専卒 0.8 1.3 2.8 12.1 21.3 27.3 
高卒 18.0 22.9 29.8 33.8 34.5 33.8 
中卒 36.1 41.4 44.5 29.5 23.4 18.7 
小卒以下 45.1 34.1 22.1 12.1 6.9 4.6 
（出所） CHIPS1988，1995，2002 より筆者作成。





部の男女比が 9 対 1，都市部のそれが 4 対 1 で

















高卒以上が 6 割近くに上る。2002 年調査では，
農村部と都市部における高卒以上党員はそれぞ






















1988 年，1995 年，2002 年において一般人より

































で，3 回の CHIP 調査の関係項目を統合し，そ
れを党員身分に絡めて集計する。
まず，職業別に党員の基本状況をみる。表 5
に示されたように，1988 年から 2002 年にかけ
ての 14 年間に，18 歳以上人口に占める党員比

































































員である者の割合は 1988 年，1995 年はほとん
ど変わらず 28 パーセント程度だったが，2002





























18 歳以上人口の党員比率 党員構成比／18 歳以上人口構成比
CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002 CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
組織責任者 81.9 74.8 76.8 3.44 2.89 2.65 
専門技術従事者 34.2 28.9 33.2 1.44 1.11 1.15 
事務職員 39.0 29.4 38.2 1.64 1.13 1.32 
工場商業等労働者 7.0 9.9 12.7 0.30 0.38 0.44 
その他就業者 16.0 11.4 12.6 0.67 0.44 0.44 









第 1 に，3 時点調査における党員比率カーブ
は 40 歳代前半までほとんど同じ軌跡をたどっ
ており，40 歳代後半以降に関しては 1995 年，
2002 年調査でほぼ同じ姿をみせている。つまり，



















共産党員 一般人 党員比率 党員構成比
ＣＨＩＰＳ１９８８
国有部門 3,839 9,844 28.1 91.8 
集団所有制企業 324 3,215 9.2 7.7 
私営企業 4 166 2.4 0.1 
外資系企業 9 54 14.3 0.2 
その他企業等 5 82 5.7 0.1 
合計 4,181 13,361 23.8 100.0 
ＣＨＩＰＳ１９９５
国有部門 2,730 7,021 28.0 91.8 
集団所有制企業 219 1,618 11.9 7.4 
私営企業 1 45 2.2 0.0 
外資系企業 14 140 9.1 0.5 
その他企業等 10 228 4.2 0.3 
合計 2,974 9,052 24.7 100.0 
ＣＨＩＰＳ２００２
国有部門 2,339 4,130 36.2 81.2 
集団所有制企業 117 507 18.8 4.1 
私営企業 39 299 11.5 1.4 
外資系企業 30 173 14.8 1.0 
その他企業等 355 1967 15.3 12.3 
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パーセント，大専卒 72.0 パーセント，高卒 40.4 パ

































を計測する。表 7 は Logistic モデルの計測結果
である。










1988 年の 4.28 倍から 2002 年の 2.63 倍へと縮
む傾向にある。同表には示されていないが，都
市部だけでみるなら，男女間の差異は同期間中







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































するオッズ比は 1988 年の 2.69 倍から 1995 年







る（都市対農村のオッズ比が 1988 年の 2.59 倍














































収入のある就業者の比率は 1988 年に 6.9 パー




























表 9 の中の Exp（B）をみて分かるように，
1988 年調査では，教育年数が 1 年間増えるご
とに非農業就業選択のオッズ比が 1.17 倍と高





準を維持した。1988 年と 2002 年調査では，一
般人に比べ党員身分をもつ者は非農業就業を選












調査時にそれぞれ 1.22 倍，1.81 倍，1.17 倍の
水準にとどまるが，幹部党員のそれは 6.6 倍， 


















18 以上人口 33,017 24,339 28,196
　郷村等幹部数 1,104 694 963
　郷村等幹部比率 3.3 2.9 3.4 
共産党員数 1,700 1,348 2,152
　 普通党員割合 76.7 72.1 74.0 
　 幹部党員割合 23.3 27.9 26.0 




表 9　農村部における非農業就業の決定要因（16 歳以上人口，Logistic モデル）
CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
B Exp（B） B Exp（B） B Exp（B）
非農業就業者割合（％） 6.9 21.9 34.5
定数 －5.711 0.003 ＊＊＊ －3.941 0.019 ＊＊＊ －3.978 0.019 ＊＊＊
男性（対女性） 0.487 1.628 ＊＊＊ 1.219 3.383 ＊＊＊ 1.536 4.645 ＊＊＊
年齢 0.042 1.043 ＊＊＊ 0.061 1.063 ＊＊＊ 0.116 1.123 ＊＊＊
年齢 2 乗 /100 －0.051 0.950 ＊＊＊ －0.096 0.909 ＊＊＊ －0.178 0.837 ＊＊＊
既婚者（対未婚者） －0.123 0.884 ＊＊　 －0.041 0.960 
漢族（対少数民族） 0.477 1.611 ＊＊＊ 0.500 1.648 ＊＊＊ 0.651 1.917 ＊＊＊
教育年数 0.156 1.169 ＊＊＊ 0.065 1.067 ＊＊＊ 0.034 1.034 ＊＊＊
党員（対一般人） 0.745 2.107 ＊＊＊ 1.120 3.064 ＊＊＊ 0.693 1.999 ＊＊＊
中部地域（対西部） －0.240 0.787 ＊＊＊ 0.119 1.126 ＊＊＊ 0.121 1.129 ＊＊＊
東部地域（同） 1.322 3.750 ＊＊＊ 0.665 1.945 ＊＊＊ 0.472 1.603 ＊＊＊
Cox－Snell R2 0.076 0.132 0.192 
Nagelkerke R2 0.177 0.200 0.264 























年の 10.3 パーセントから 1995 年の 7.1 パーセ















































定数 3.106 ＊＊＊ 3.777 ＊＊＊ 3.852 ＊＊＊ 2.346 ＊＊＊
男性（対女性） －0.063 －0.019 0.066 ＊＊　 0.027 
年齢 －0.039 －0.014 0.022 ＊＊＊ 0.001 
年齢 2 乗 /100 0.022 0.004 －0.049 ＊＊＊ －0.022 ＊＊＊
漢族（対少数民族） －0.274 0.387 ＊＊＊ 0.285 ＊＊＊ 0.247 ＊＊＊
教育年数 0.103 ＊＊＊ 0.071 ＊＊＊ 0.048 ＊＊＊ 0.063 ＊＊＊
党員（対一般人） 0.741 ＊＊＊ 0.204 ＊＊＊ 0.266 ＊＊＊
普通党員（同） 0.089 ＊＊　
幹部党員（同） 0.597 ＊＊＊
中部地域（対西部） 1.072 ＊＊＊ 0.157 ＊＊＊ 0.235 ＊＊＊ 0.297 ＊＊＊
東部地域（同） 1.134 ＊＊＊ 1.237 ＊＊＊ 0.973 ＊＊＊ 1.062 ＊＊＊
CHIPS1995（対 1988 年） 1.443 ＊＊＊
CHIPS2002（同） 1.729 ＊＊＊
調整済み決定係数 0.072 0.209 0.155 0.208
観測数 2,312 5,026 9,317 16,657
（出所） CHIPS1988，1995，2002 より筆者作成。














規雇用（1 年以上の長期契約）を 1 とし，その他
就業を 0 とする Logistic 回帰モデルを採用し
て計量分析する。説明変数として，性別，年齢












































































（29 歳以下，30 歳代，40 歳代以上），それらをダ
ミー変数としてモデルに取り入れる。表 12 は
1995 年と 2002 年の調査データを用いた計測結
表 11　国有部門正規雇用の決定要因（都市部，18 歳以上人口，Logistic モデル）
CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
B Exp（B） B Exp（B） B Exp（B）
正規雇用者割合（％） 65.3 70.2 36.5
定数 －5.320 0.005 ＊＊＊ －4.487 0.011 ＊＊＊ －10.903 0.000 ＊＊＊
男性（対女性） 0.804 2.235 ＊＊＊ 0.482 1.619 ＊＊＊ 0.596 1.814 ＊＊＊
年齢 0.350 1.420 ＊＊＊ 0.217 1.242 ＊＊＊ 0.494 1.639 ＊＊＊
年齢 2 乗 /100 －0.476 0.621 ＊＊＊ －0.207 0.813 ＊＊＊ －0.603 0.547 ＊＊＊
漢族（対少数民族） 0.163 1.177 ＊　　 －0.218 0.804 ＊＊　 －0.062 0.940 
党員（対一般人） 0.948 2.579 ＊＊＊ 0.792 2.209 ＊＊＊ 0.847 2.332 ＊＊＊
大卒以上（対中卒） 1.997 7.370 ＊＊＊ 1.204 3.334 ＊＊＊ 1.703 5.488 ＊＊＊
大専卒（同） 1.375 3.953 ＊＊＊ 1.288 3.624 ＊＊＊ 1.690 5.421 ＊＊＊
高卒（同） 0.674 1.962 ＊＊＊ 0.785 2.192 ＊＊＊ 0.778 2.178 ＊＊＊
小卒以下（同） －0.683 0.505 ＊＊＊ －1.069 0.343 ＊＊＊ －0.681 0.506 ＊＊＊
党員×大卒以上 －0.559 0.572 ＊＊　 0.064 1.066 －0.052 0.949 
党員×大専卒 －0.200 0.819 －0.075 0.927 －0.338 0.713 ＊＊＊
党員×高卒 －0.069 0.933 －0.349 0.706 ＊＊＊ －0.244 0.784 ＊＊　
党員×小卒以下 0.007 1.007 0.484 1.623 ＊＊＊ 0.324 1.382 
中部地域（対西部） －0.465 0.628 ＊＊＊ 0.048 1.050 0.005 1.005 
東部地域（同） －0.865 0.421 ＊＊＊ －0.312 0.732 ＊＊＊ －0.279 0.757 ＊＊＊
Cox－Snell R2 0.270 0.179 0.271 
Nagelkerke R2 0.373 0.254 0.370 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































まる傾向がある。オッズ比が 1988 年の 1.12 か












































は 13.6 パーセント，1995 年は 11.0 パーセント， 






第 4 に，教育収益率は 1988 年に 2.1 パーセ
ントと同年の農家世帯員の 5 分の 1 程度にすぎ
ず，1995 年には 4.1 パーセントに上がって農家
世帯員の 7.1 パーセントに近づいたが，2002 年
27
中国における共産党員のプロフィールおよび党員身分の機能：1988～2002年


























と の 間 で 有 意 な 差 が 認 め ら れ な い が，
CHIPS1995，CHIPS2002 では，一般人のそれ
表 13　都市部における就業者の収入関数（16～64 歳，OLS モデル）
被説明変数：
ln（月当たり収入）
CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002 CHIPS1988 CHIPS1995 CHIPS2002
（定数） 2.834 ＊＊＊ 3.525 ＊＊＊ 4.135 ＊＊＊ 2.796 ＊＊＊ 3.523 ＊＊＊ 4.137 ＊＊＊
男性（対女性） 0.136 ＊＊＊ 0.110 ＊＊＊ 0.151 ＊＊＊ 0.136 ＊＊＊ 0.110 ＊＊＊ 0.151 ＊＊＊
年齢 0.082 ＊＊＊ 0.079 ＊＊＊ 0.058 ＊＊＊ 0.083 ＊＊＊ 0.078 ＊＊＊ 0.058 ＊＊＊
年齢 2 乗 /100 －0.090 ＊＊＊ －0.076 ＊＊＊ －0.056 ＊＊＊ －0.092 ＊＊＊ －0.076 ＊＊＊ －0.056 ＊＊＊
漢族（対少数民族） 0.021 0.011 －0.066 ＊＊　 0.019 0.012 －0.065 ＊＊　
教育年数 0.021 ＊＊＊ 0.041 ＊＊＊ 0.074 ＊＊＊ 0.021 ＊＊＊ 0.041 ＊＊＊ 0.074 ＊＊＊
党員（対一般人） 0.079 ＊＊＊ 0.089 ＊＊＊ 0.081 ＊＊＊ 0.194 ＊＊＊ 0.151 ＊＊＊ 0.102 ＊＊＊
組織責任者 0.034 ＊＊＊ 0.049 ＊＊＊ 0.098 ＊＊＊ 0.046 ＊　　 0.097 ＊＊＊ 0.225 ＊＊＊
国有部門就業 0.199 ＊＊＊ 0.176 ＊＊＊ 0.218 ＊＊＊ 0.220 ＊＊＊ 0.184 ＊＊＊ 0.217 ＊＊＊
党員×組織責任者 －0.002 －0.070 ＊＊　 －0.178 ＊＊＊
党員×国有部門就業 －0.143 ＊＊＊ －0.060 ＊　　 －0.002 
中部地域（対西部） －0.122 ＊＊＊ －0.076 ＊＊＊ －0.108 ＊＊＊ －0.121 ＊＊＊ －0.076 ＊＊＊ －0.108 ＊＊＊
東部地域（同） 0.123 ＊＊＊ 0.247 ＊＊＊ 0.281 ＊＊＊ 0.124 ＊＊＊ 0.247 ＊＊＊ 0.280 ＊＊＊
調整済み決定係数 0.345 0.290 0.283 0.348 0.291 0.284








ぞれ 9.7 パーセント，22.5 パーセントに比べて，






が CHIPS1988，CHIPS1995，CHIPS2002 で そ






























































2 の他の部分および仮説 3 から仮説 6 までは，
計量分析から得られたエビデンスによってほぼ
実証されているといえよう。









































































































から 2010 年までの 28 年間に，党員数は年平均
で 2.6 パーセント増えたが，それに対して，党員










ある［佐藤 1994; 1997; Sato 2003; 中兼 1996; 田
島 2004; 厳 2008; 2009; 2010; 2012］。
（注３）党員身分が就業選択，職業的地位の達
成および収入に与える影響について，Bian and 
Logan［1996］，Khan and Riskin［2000］，Li et 
al.［2007］，Sato and Eto［2008］， 楊・ 王・ 劉








藤［2008］，Li, Lu, and Sato［2009］によれば，
1995 年と 2002 年の間で都市部における党員プレ
ミアムはほとんど変わらなかった。





for Political and Social Research，ICPSR）」 の













ている。2000 年以降の中国では，大学生の 3 分
の 1 程度が卒業までに共産党への加入申請を許



















（注11）「2003 年農村外出務工労動力 1.1 億人」
（『調研世界』2004 年第 4 期）に基づく。
（注12）『鄧小平文選　第 2 巻』（人民出版社，
1994 年［第 2 版］，361 ページ）による。
（注13）Logistic 回帰モデルは以下のように定
義される。ある事象（event）が生起する確率を
p（event）＝ 1／（1 ＋ e－Z）　（ただし，Z ＝ b0 ＋
b1X1 ＋・・・＋ bnXn ＋ u）とすると，その事
象 が 生 起 し な い 確 率 は p（no event）＝ 1 － p
（event），ということになる。そして，その事象
が生起する確率としない確率の比，つまり，p
（event）／p（no event）＝ eZ をオッズ（odds）
と す る と，log（odds）＝ b0 ＋ b1X1 ＋・・・ ＋
bnXn ＋ u，という線形方程式が導出される。た
だし，X は説明変数，b は対数オッズ比，Exp
（b） は オ ッ ズ 比 で あ る［SPSS Professional 
Statistics 7.5］。
（注14）共産党員に占める少数民族党員の比率
は 2007 年から 2010 年までの間 6.5 パーセントで
あり［毛里・加藤・美根 2012］，人口センサス
における少数民族人口の比率（1990 年の 8.0 パ
ーセントから 2010 年の 8.5 パーセントに上昇
〈『中国統計年鑑』〉）を下回っている。
（注15）平均月収（w）の分布状況を基に，
CHIPS1988 では 5 ≦ w ≦ 500，CHIPS1995 では
10 ≦ w ≦ 1500，CHIPS2002 では 10 ≦ w ≦
5000 として分析対象を限定した。それに伴い，















は 3 回の調査で順次 52.8 歳，58.8 歳，68.7 歳と
急上昇する傾向にある。また，農村部では党員
比率が最大時の年齢はそれぞれ 51.7 歳，56.2 歳，
32
64.0 歳，都市部では 53.3 歳，60.3 歳，70.4 歳と
推定され，農村都市間には大きな差異が存在する。
（注19）2002 年の調査対象地域における党員比












湖北省では都市対農村の党員比率は 5.8 倍，4.5 倍，
4.1 倍の差に上るが，所得水準の高い北京市，遼










































と CHIPS1995 ではそれぞれ 19.2 パーセント，























































Appleton, Simon, Lina Song, and Qingjie Xia 2005. 
“Has China Crossed The River? The 
Evolution of Wage Structure in Urban China 
during Reform and Retrenchment.” Journal 
of Comparative Economics 33（4）: 644-663.
― 2012. “Understanding Urban Wage 
Inequality in China 1988-2008: Evidence from 
Quantile Analysis.” IZA Discussion Papers 
No.7101.
Appleton, Simon, John Knight, Lina Song, and 
Qingj ie Xia 2009 .  “The Economics of 
Communist Party Membership: The Curious 
Case of Rising Numbers and Wage Premium 
during China's Transition.” Journal of 
Development Studies 45（2）: 256-275.
Bian, Yanjie and John R. Logan 1996. “Market 
Transition and the Persistence of Power: The 
Changing Stratification System in Urban 
China.” American Sociological Review 61（5）: 
739-758.
Cui, Yuling, Daehoon Nahm, and Massimiliano 
Tani 2013. “Earnings Differentials and 
Returns to Education in China: 1995-2008.” 
IZA Discussion Paper No.7349. 
Khan, Azizur R. and Carl Riskin 2000. Inequality 
and Pover ty  in  China  in  the  Age  o f 
Globalization. New York: Oxford University 
Press.
Knight, John and Lina Song 1999. The Rural-
Urban Divide：Economic Disparities and 
Interactions in China. Oxford：Oxford 
University Press.
Li, Hongbin, Lingsheng Meng, and Junsen Zhang 
2006. “Why Do Entrepreneurs Enter Politics? 
Evidence from China.” Economic Inquiry 44
（3）: 559-578.
Li, Hongbin, Pak Wai Liu, Junsen Zhang, and 
Ning Ma 2007 .  “Economic Returns to 
Communist Party Membership: Evidence 
from Urban Chinese Twins.” The Economic 
Journal 117（523）: 1504-1520.
Li, Shuang, Ming Lu, and Hiroshi Sato 2009. 
“Power as A Driving Force of Inequality in 
China: How Do Party Membership and Social 
34
Networks Affect Pay in Different Ownership 
Sectors?” CESifo Economic Studies 55（3-4）: 
624-647.
Nee ,  Victor  1989 .  “A Theory o f  Market 
Transition: from Redistribution to Market in 
State Socialism.” American Sociological 
Review 54 （5）: 663-681.
Pan, Xi 2010. “The Labor Market, Political Capital, 
and Ownership Sector in Urban China.” 
U n i v e r s i t y  o f  K e n t u c k y  D o c t o r a l 
Dissertations, Paper 788 （http://uknowledge.
uky.edu/gradschool_diss/788）.
Riskin, Carl, Renwei Zhao, and Shi Li 2001. 
China’s Retreat from Equality: Income 
Distribution and Economic Transition. New 
York: M.E. Sharpe.
Sato, Hiroshi 2003. Growth of Market Relations in 
Post-reform China：A Micro-analysis of 
Peasants,Migrants and Peasant Entrepreneurs. 
London and New York：Routledge Curzon.
Sato, Hiroshi and Keiya Eto 2008. “The Changing 
Structure of Communist Party Membership 
in Urban China: 1988-2002.” Journal of 
Contemporary China 17（57）: 653-672.
Xia, Qingjie, Lina Song, Shi Li, and Simon 
Appleton 2013. “The Effects of the State 
Sector on Wage Inequality in Urban China: 
1988-2007.” IZA Discussion Papers No.7142.
Walder, Andrew G. 1995. “Career Mobility and 
the Communist Political Order.” American 































科 教 授，2014 年 11 月 15 日 受 領，2015 年 8 月 21
日レフェリーの審査を経て掲載決定）
